
障害者の居住の状況について 

平成３０年８月２０日 京都市住宅審議会 

              第２回民間賃貸住宅部会 資料 

資料１－１ 



１ 障害者の居住の状況について 

  国が掲げる今後の障害者居住に関する方針について 

（資料）社会保障審議会障害者部会（第90回）【資料2】「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築から抜粋 

 ○ 国が掲げる「障害福祉計画に係る基本方針」のうち，住まいに関する記載 
  としては，「地域における生活の維持及び継続の推進」及び「精神障害にも 
  対応した地域包括ケアシステムの構築」が掲げられている。 
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１ 障害者の居住の状況について 

  国が掲げる今後の障害者居住に関する方針について 

（資料）社会保障審議会障害者部会（第90回）【資料2】「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築から抜粋 

 ○ 精神障害者が，医療機関，地域援助事業所，市町村等の連携の下，生活の場を 
  確保し，地域で安心した暮らしができるよう，地域包括ケアシステムの構築を 
  目指す。 
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１ 障害者の居住の状況について 

  今後の方向性について 

○ 施設から民間賃貸住宅までの支援の異なる選択肢の中から，障害の程度や個々の 
 特性に応じて，自身に適した住まいを選択できることが必要 
○ 今後施設の増加が見込めないこと等も踏まえ，グループホームなどの，支援が 
 受けられる多様な住まい形態や障害者の入居を拒まない民間賃貸住宅などを総合的 
 に確保することが必要 

 

施設 
 

グループホームなど 
 

民間賃貸住宅 

 

課題 
・ 

方向性 

・入所者の地域生活への移
行が進められていることか
ら，今後の増加が見込めな
い。 

・障害の程度に応じて選択でき
る多様な形態が求められる。 
 
⇒【資料１－２】で事例紹介 

・家主の入居拒否感の解消につ
ながる支援や取組についての検
討が必要 

＜地域生活＞ 

（ 支援の量 ） 多 少 
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障害者地域生活支援センターとは… 

 身体障害・知的障害・精神障害のある方，難病患者等の方が，『自分が暮らしたい場所で，
自分らしい生活』が実現できるよう，地域の関係機関と連携しながら，障害のある方やその
家族等の相談や支援を行う。 

【業務内容】 

 相談，福祉サービスに関する情報
提供，障害者総合支援法をはじめと
する福祉サービス等の利用援助，
関係機関との調整等 

 

【利用料】  

 無料 

１ 障害者の居住の状況について 

  「京都市障害者地域生活支援センター」について 

対象地域 センター数 

北部 北区，左京区 ３ 

中部 上京区，中京区，
下京区，南区 

３ 

東部 東山区，山科区，
醍醐支所管内 

３ 

西部 右京区，西京区 ３ 

南部 伏見区（醍醐支所
管内を除く） 

３ 

＜市内のセンター設置状況＞ 
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１ 障害者の居住の状況について 

  民間賃貸住宅への入居に関する課題について 

【京都市北部自立支援協議会「住宅探し」プロジェクトでの検討】  
 
 ＜１ 入居時の支援について＞ 
 
 （連帯保証人，緊急連絡先の確保について） 
 ○ 賃貸住宅入居の際に連帯保証人を求められることが多いが，家族親族がいない 
  或いは，いても疎遠になって交流がない場合は確保することが困難である。 
 
 ○ 家賃債務保証会社についても，緊急連絡先を身内に限定される場合が多くて 
  審査が厳しく，連帯保証人確保のときと同様の問題が生じている。 
  
 ○ 中には，連帯保証人を必要としない賃貸住宅に入居できることもあるが， 
  物件数が限られており，希望する地域から遠く離れた所に住まざるを得ない 
  事例がある。 
 
 （家主の障害者に対する理解について） 
 ○ 障害の程度や，支援団体による支援内容によることなく，単に障害者 
  （特に精神障害者）というだけで入居を拒まれている。 
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１ 障害者の居住の状況について 

  民間賃貸住宅への入居に関する課題について 

【京都市北部自立支援協議会「住宅探し」プロジェクトでの検討】  
 
 ＜２ 入居後の支援について＞ 
 
 ○ 継続して家賃を支払うための支援 
 
 ○ 同じ賃貸住宅に住む，他の入居者や家主とのトラブル解消のための支援 
 
 ○ 部屋の引き渡し（退去時）の支援 
 
  
 ＜３ 検討結果＞ 
 ○ 上記の支援は，従来，連帯保証人に期待されていることではないか。 
 
 ○ その意味で，入居時だけでなく，入居後に連帯保証人に期待されることを， 
  誰がどのようにこの役割（機能）を担っていくのかが課題ではないか。 
  
 ○ 障害のある方がすまいを確保して，入居後も安心して住み続けることができる 
  よう，包括的な仕組み作りが必要ではないか。 
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